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平成 29 年１月 23 日 

 各  位 

会 社 名  名 古 屋 鉄 道 株 式 会 社 

代表者名  取締役社長  安藤 隆司 

（コード：9048、東証・名証各第一部） 

問合せ先  取締役秘書室長兼 

広報部長  二神  一 

    （TEL．052-588-0813） 

 

子会社の吸収合併に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、平成 29 年４月１日を効力発生日として、当社の完全子

会社である株式会社名古屋商工会館を吸収合併（以下「本合併」という。）することを決議いた

しましたので、お知らせいたします。 

なお、本合併は、当社の完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を

一部省略しております。 

 

記 

１ 本合併の目的 

東京都銀座地区で不動産賃貸業を営む株式会社名古屋商工会館を当社に吸収合併し、現在進

捗中の「名鉄グループ中期経営計画～ＰＬＡＮ123～」に掲げる重点テーマ「グループ経営の強

化」を推進するため、グループ全体の見地に立った資産の有効活用を図ることを目的としてお

ります。 

 

２ 本合併の概要 

（１）本合併の要旨 

①本合併の日程 

合併契約承認取締役会決議日 平成 29 年１月 23 日 

   合併契約書締結日      平成 29 年１月 23 日 

合併予定日（効力発生日）  平成 29 年４月１日 

   （注）  本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項の規定による簡易合併に該当し、株式会社名古屋商工

会館においては会社法第 784 条第１項の規定による略式合併に該当することから、当社及び株式会社名古

屋商工会館の株主総会決議による承認を得ずに行います。 

②本合併の方式 

   当社を存続会社とし、株式会社名古屋商工会館を消滅会社とする吸収合併です。 

③本合併に係る割当ての内容 

   本合併による株式その他の金銭等の割当ては行いません。 
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④本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取り扱い 

   該当事項はありません。 

 

（２）本合併の当事会社の概要（平成 28 年９月 30 日現在） 

① 商 号 名古屋鉄道株式会社 

（存続会社） 

株式会社名古屋商工会館 

（消滅会社） 

② 本 店 所 在 地 名古屋市中村区名駅 

一丁目２番４号 

名古屋市中村区名駅 

一丁目２番４号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 安藤 隆司 代表取締役社長 髙﨑 裕樹 

④ 事 業 内 容 鉄軌道事業、開発事業 不動産賃貸業 

⑤ 資 本 金 88,863 百万円（連結） 40 百万円（単体） 

⑥ 設 立 年 月 日 大正 10 年６月 13 日 昭和 24 年３月 24 日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 919,772,531 株 800,000 株 

⑧ 決 算 期 ３月 31 日 ３月 31 日 

⑨ 大株主及び持株比率 ・日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）[4.82%] 

・日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） [3.98%] 

・日本生命保険相互会社 

[3.05%] 

・ステート ストリート バンク

ウェスト クライアント トリ

ーティー 505234     [1.74%] 

・日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口７） [1.39%] 

 

名古屋鉄道株式会社[100.0%] 

⑩ 財政状態及び経営成績（平成 28 年 3月期業績） 

純 資 産 313,547 百万円（連結） 395 百万円（単体） 

総 資 産 1,064,607 百万円（連結） 635 百万円（単体） 

1 株 当 た り 純 資 産 316 円 53 銭（連結） 493 円 90 銭（単体） 

営 業 収 益 610,153 百万円（連結） －（単体） 

営 業 利 益 44,864 百万円（連結） △15 百万円（単体） 

経 常 利 益 44,376 百万円（連結） △14 百万円（単体） 

親 会 社 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
24,532 百万円（連結） △14 百万円（単体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 株当たり当期純利益 26 円 68 銭（連結） △17 円 93 銭（単体） 
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（３）本合併後の状況 

   商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期について、いずれ

も本合併による変更はありません。 

 

（４）今後の見通し 

   本合併は、完全親子会社間によるものであるため、当社の連結業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上 


